（別紙１）
予算要求資料
平成26年度9月補正予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名　山岳遭難防止対策費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　危機管理部　防災課　救助・防災係　電話番号：058-272-1111（内2747）

　　　　　　　E-mail：c11115@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　　補正要求額　　9,034千円（現計予算額：  16,750千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現計

予算額
	16,750
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	16,750

	補正

要求額
	9,034
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,034

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　近年、県内における山岳遭難事故は増加傾向にあり、平成25年は遭難件数93件（前年比＋28件）、遭難者数114人（前年比＋35人）と、現存する統計資料上、過去最多を記録し大変憂慮すべき状況にある。

　特に、北アルプス地区は、山岳遭難事故の約６割を占めており、登山者の安全な登山実現が急務となっている。

　北アルプス地区の山岳は標高が高いことから、登山ルートによっては高度な技術や山岳に関する知識を要する。さらに、季節によっては天候が急変し、また、地形的に滑落や雪崩等の危険性が高いため、安全な登山を実現するためには、登山者による事前の準備が重要である。

　登山届の作成は、登山者自身による事前の準備を促す効果が期待できること、また、副次的な効果として、山岳遭難事故発生時の捜索救助の速やかな初動対応が期待できることから、その届け出を義務付ける新たな条例を制定し、12月１日からの施行に向け準備しているところである。

しかし、条例施行にあたり運用の実効性を高め、過料の適用に備えるため、登山届を管理する仕組みの構築が喫緊の課題となっている。

（２）事業内容
【既定予算】

　　○条例内容の周知

・条例施行に向け、条例内容の周知を図る。

　　○条例に基づく登山の届出受付業務等の委託

・条例対象地域の現場情報の迅速な把握や、山岳遭難事故発生時の速やかな情報共有を図るとともに、登山者の便宜を図るため、北アルプス地区内の民間団体（以下指導センターという）に業務を委託する予定。

【９月補正】

　　○指導センターの機能強化
①登山届の指導体制の強化

　・登山届の義務化や山岳遭難防止を指導する指導員の増員（３名）

②指導センターのオンラインシステムの改修

　※「自動返信機能」、「検索機能」、「データ保存機能」の追加

○登山届の管理強化に資するハード整備
③「本人控え付き（切り取り線付き）」登山届の作成

④登山届ポスト周辺において「本人控え」の切り離しを促す看板の設置
　※条例・規則の内容も併せて明示
○登山届の届出義務化の周知強化

⑤登山者向け専門誌への広告掲載回数の増、ポスターチラシ等の作成
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	需用費
	108
	登山届印刷費

	委託料
	7,926
	業務委託料等

	補助金
	1,000
	岐阜県山岳遭難防止対策協議会補助金

	合計
	9,034
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）他県の状況

　　○登山届を義務化している条例を制定しているのは２県のみ
　　　・群馬県谷川岳遭難防止条例（対象山岳：谷川岳）

　　　・富山県登山届出条例（対象山岳：剣岳）
（別紙２）
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　北アルプスでの山岳遭難事故を未然に防止する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	北アルプス地区における遭難者の登山届提出率
	59.4%
（H25）
	－
（H  ）
	－
（H  ）
	59.4%
（H25）
	100.0%
（H27）
	－％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　①啓発活動

　　・県警や民間団体等と連携し、登山口での広報啓発活動の実施
　　・啓発用リーフレット、ポスターの作成

　　・登山ガイドブックの作成
　②広域連携による活動

・北アルプスを囲む三県（岐阜、富山、長野）の関係機関による連絡会議を設置し、情報共有、各種施策の検討を実施

・白山を囲む二県（岐阜、石川）の関係機関による連絡会議を設置し、情報共有、各種施策の検討を実施

　③県外での広報啓発活動

・県警等と連携し、関東や関西で啓発活動を実施


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　近年の登山ブームにより、県内における山岳遭難事故件数が年々増加傾向にあり、特に平成25年は現存する統計上過去最多の件数を記録し看過できない状況にあることから、登山者に登山の届出をしてもらい、登山者による事前の準備の徹底と山岳遭難の防止を図る新たな条例を制定し、12月１日からの施行に向け準備している。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　登山者による事前の準備や登山中の安全な行動が重要であることから、登山者への直接の指導強化は有効であり、登山の届出は登山者自身による事前の準備の徹底を促すとともに、山岳遭難時の捜索救助の迅速化等に役立つものである。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	　県警、関係機関と連携した山岳遭難防止に係る指導や広報啓発活動を実施している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　新たな条例を制定し、条例の適用地域にしようとする北アルプス地区は、長野県と隣接、富山県と近接している。登山者は県境を意識することなく登山することから、長野県・富山県と連携した対応が不可欠であり、両県への働きかけを実施していく必要がある。
　また、条例施行に向け運用方法の周知強化を行う必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　（条例制定後）条例の適正な運用に取り組む。


